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――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

公契約大綱に基づき、公契約の適正化を進めることにより、公契約に対する府民

の信頼を確保し、府民福祉の増進及び地域経済の健全な発展に寄与するため、次の

とおり、入札契約制度等の改正を行いました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

１．入札参加資格確認申請時における配置予定技術者調書等の簡略化 

【令和５年度からの再掲】 

 

２．週休２日制工事実施要領の策定【令和５年度からの再掲】 

 
 

３．土木設計業務等委託契約における設計変更ガイドラインの策定 

【令和５年度からの再掲】 

 

 

４．測量等業務に係る最低制限価格の設定基準の改正 

 

 

５．総合評価競争入札の落札者決定基準等の改定 

 

入札事務の負担軽減のため、資格申請に関する書類の一部を簡素化 

・配置予定技術者調書の記載事項の簡略化 

・入札参加資格確認申請時における資格等確認資料の添付を省略 

（落札決定後、落札者に限って提出を求めて審査） 

 

建設労働者の健康確保やワーク・ライフ・バランスの改善などを促進するため、

週休２日制工事を試行から全面実施へ移行 

土木設計業務等委託契約における設計変更の円滑化及び適正化を図るため、設

計変更ガイドラインを策定 

国土交通省の低入札価格調査基準の算入率等の見直しに伴い、公契約大綱に基

づき、最低制限価格の算入率等を見直し 

ＰＤＣＡサイクルに基づく検証等を踏まえ、総合評価競争入札の落札者決定基

準等を改定 

・地域活性型の評価タイプの統合（９タイプ → ６タイプ） 

・評価項目の見直し（女性又は若手技術者評価の変更等） 

・その他（配置予定技術者の従事している工事件数における従事期間変更等） 
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６．現場技術者の専任合理化（複数工事を１とみなす工事） 

 

 

７．現場技術者の専任合理化（情報通信機器の活用等による兼任） 

 

 

８．工期遅延・物価高騰のおそれ情報の通知 

 
 

９．監理技術者等の専任を要する請負代金額等の見直し 

 
 

１０．金入設計書の情報提供 

  

「建設工事と技術者の配置について」における、同一の建設業者が契約を締結

する複数工事を一の工事とみなして、同一の主任技術者又は監理技術者が当該

複数工事全体を管理することの取扱いを制定 

建設業法が改正されたことに伴い、監理技術者等の専任義務の合理化を図るた

め、「建設工事と技術者の配置について」を改正 

・営業所技術者等と監理技術者等との兼任 

・ＩＣＴ活用による複数の専任工事の兼任（専任特例１号） 

・監理技術者補佐の配置による複数の専任工事の兼任（専任特例２号） 

建設業法が改正されたことに伴い、建設業者が通知しなければならないとされ

た、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれ情報の取扱い

を制定 

建設業法が改正されたことに伴い、特定建設業の許可及び監理技術者の配置を

要する下請代金額、主任技術者又は監理技術者の専任を要する請負代金額等を

引き上げ 

手続きの簡素化や審査期間の短縮等を図るため、情報公開制度により公開して

きた建設工事等の金入設計書を情報提供の対象に移行 
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１．主 旨 

入札事務の負担軽減のため、配置予定技術者調書の記載内容等を簡略化します。 

 

２．内 容 

 

 

３．適用日 

令和６年４月１日以降に入札公告又は入札通知を行う工事から適用。 

  

１．入札参加資格確認申請時における配置予定技術者調書等の簡略化 

【令和５年度からの再掲】 
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１．主 旨 

建設産業は他産業と比較して労働時間が長く、休日数が少ないことが課題とな

っており、労働者の健康確保やワーク・ライフ・バランスの改善、また将来の担

い手の確保につなげるため、週休２日制工事の試行を進めてきました。 

今般、実施要領を策定し、試行から全面実施へ移行しました。 

 

２．適用日 

令和６年４月１日から施行。 

 

 

１．主 旨 

土木設計業務等委託契約において、発注者と受注者がともに、設計変更が可能

なケース・不可能なケース、手続きの流れ等について十分理解しておくことによ

り、設計変更の円滑化および適正化を図るため、設計変更ガイドラインを策定し

ました。 

 

２．適用日 

令和６年４月１日から施行。 

  

２．週休２日制工事実施要領の策定 

【令和５年度からの再掲】 

３．土木設計業務等委託契約における設計変更ガイドラインの策定 

【令和５年度からの再掲】 
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１．主 旨 

国土交通省の低入札価格調査基準の算入率等の見直しに伴い、公契約大綱に基

づき、最低制限価格の算入率等を見直しました。 

 

２．内 容 

（１）最低制限価格の設定範囲の改正 

（２）最低制限価格の算定に使用する諸経費等の算入率の改正 

 

 
 

  

  

  

  

 

 

３．適用日 

・令和６年５月１日以降に入札公告又は入札通知を行う工事から適用。 

・令和６年８月１日以降に入札公告又は入札通知を行う工事から適用。  

４．測量等業務に係る最低制限価格の設定基準の改正 
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１．主 旨 

ＰＤＣＡサイクルに基づく検証等を踏まえ、総合評価競争入札の落札者決定基

準等を改定しました。 

 

２．内 容 

（１）地域活性型の評価タイプの統合（９タイプ → ６タイプ） 

（２）評価項目の見直し 

①女性又は若手技術者評価の変更 

②週休２日工事の取組評価の変更 

③雇用評価の変更（廃止） 

（３）その他 

    ①「配置予定技術者の従事している工事件数」における従事期間の変更 

②橋梁等発注者指定工事の受注実績等の基準日の変更 

 

 

２．適用日 

令和６年８月１日以降に入札公告を行う工事から適用 

  

５．総合評価競争入札の落札者決定基準等の改定 

担い手確保に資する取り組みを評価

大規模案件等の技術的な
工夫の余地が大きい工事

（技術提案を求める）

予定価格：概ね4,500万円以上

（簡易な施工計画を求める）

予定価格：概ね1,000万円以上

（主に実績や取組を評価する）

受注実績のない企業を評価

発注者が指定した工事の受注実績
を評価

地域に貢献する優良な企業の評価

橋梁などの専門工事で発注者が
指定した工事の受注実績等を評価

標 準 型

担い手確保等促進

技術重視型
受注機会

スタンダード

発注者指定

企業チャレンジ

地域活性型 橋梁等発注者指定

※着色部：ガイドライン対象

※標準型：ガイドライン対象外（個別評価）

新規

※旧ガイドラインにおける「若手・女性チャレンジ」・「週休２日工事促進」

・「ICT活用工事促進」は「担い手確保等促進」に、

「企業チャレンジ２」は「企業チャレンジ」に統合したため、廃止
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１．主 旨 

「建設工事と技術者の配置について」における、「同一の建設業者が契約を締

結する複数の工事であって、当該複数工事の対象が同一の建築物又は連続する工

作物である場合には、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書

面による承諾を得た上で、これら複数工事を一の工事とみなして、同一の主任技

術者又は監理技術者が当該複数工事全体を管理すること」の取扱いを定めました。 

 

２．内 容 

 

３．適用日 

令和６年１２月２日から適用。  

６．現場技術者の専任合理化（複数工事を１とみなす工事） 
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１．主 旨 

建設業法が改正されたことに伴い、監理技術者等の専任義務の合理化を図るた

め、「建設工事と技術者の配置について」を改正し、営業所技術者等と監理技術

者等との兼任等について規定しました。 

 

２．内 容 

 

 

 

 

２．適用日 

令和７年１月１日以降に入札公告又は入札通知を行う工事から適用。 

  

７．現場技術者の専任合理化（情報通信機器の活用等による兼任） 
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１．主 旨 

建設業法が改正されたことに伴い、建設業者は、主要な資材の供給の著しい減

少、資材の価格の高騰その他の工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生

するおそれがあると認めるときは、請負契約を締結するまでに当該事象の状況の

把握のため必要な情報と併せて通知しなければならないとされ、その取扱いを定

めました。 

 

２．内 容 

 

 

３．適用日 

令和６年１２月１９日から適用。  

８．工期遅延・物価高騰のおそれ情報の通知 
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１．主 旨 

建設業法が改正されたことに伴い、「建設工事と技術者の配置について」を改

正し、特定建設業の許可及び監理技術者の配置を要する下請代金額、主任技術者

又は監理技術者の専任を要する請負代金額等を引き上げました。 

 

２．内 容 

（１）特定建設業の許可及び監理技術者の配置を要する下請代金額の引き上げ 

・建築一式工事以外 ： 4,500 万円 から 5,000 万円 に引き上げ 

・建築一式工事以外 ： 7,000 万円 から 8,000 万円 に引き上げ 

 

（２）主任技術者又は監理技術者の専任を要する請負代金額の引き上げ 

・建築一式工事以外 ： 4,000 万円 から 4,500 万円 に引き上げ 

・建築一式工事以外 ： 8,000 万円 から 9,000 万円 に引き上げ 

 

（３）下請負人の主任技術者の配置を不要にできる特定専門工事の下請代金額 

の引き上げ 

・4,000 万円 から 4,500 万円 に引き上げ 

 

 
 

３．適用日 

令和７年２月１日から適用。 

  

９．監理技術者等の専任を要する請負代金額等の見直し 
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１．主 旨 

建設工事等の金入設計書は、京都府情報公開条例に基づき、情報公開制度によ

り公開してきましたが、同制度によらない情報提供の対象とし、手続きの簡素化

や審査期間の短縮等、入札契約制度の更なる透明性の確保を図ることとしました。 

 

２．内 容 

 

 

３．適用日 

令和７年４月１日から施行。 

１０．金入設計書の情報提供 


